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第４章 

 

反アパルトヘイト国際連帯活動研究の視角 

―国際関係論と社会運動論の接点― 

牧野 久美子 

 

 

 

はじめに 

 

トランスナショナル、すなわち国境を越えた広がりをもつ社会運動の研究が本格的に

始まったのは、新自由主義的なグローバリゼーションへの批判的反応として、「グロー

バルな正義」を求める運動の高まりが見られた 1990 年代後半以降のことである。ただ

し、社会運動が国境を越えた広がりをもつという現象じたいは、決して新しいものでは

ない。20 世紀末以降のトランスナショナルな社会運動の興隆をめぐっては、しばしば

インターネットやソーシャル・ネットワーキング・メディアの発達が国境を越えた人々

のつながりを容易にした点が強調される（Moghadam 2013, No.364）。しかし、インター

ネットがなかった時代にも、人々はさまざまな方法で互いにつながり、価値を共有して

共通の目標に向かって協力してきた。 

南アフリカのアパルトヘイト体制に対する世界各地での反対運動も、そのような先行

事例の一つといえる。1948 年に国民党政権が成立し、アパルトヘイト政策が体系的に

展開されるようになると、南アフリカ国内での抵抗運動が激化し、それに呼応する形で

海外からの支援活動も本格的に始まった。1950 年代後半にはイギリスで、政治的理由

で裁判にかけられた南アフリカ人活動家やその家族を支援することを目的とした国際

要約：近年、反アパルトヘイト闘争の歴史が振り返られる機会が増えるなかで、反アパ
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心で、日本を含むアジアにおける反アパルトヘイト活動の研究は萌芽的な段階にある。

本稿では、とくに日本の反アパルトヘイト活動に関する研究に向けた手がかりを得る目

的で、南アフリカ国外で行われた反アパルトヘイト活動に関する先行研究をレビューす

る。反アパルトヘイト国際連帯活動のトランスナショナル性ゆえ、その研究は、国際関
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弁護支援基金（International Defence and Aid Fund: IDAF）が設立され、また南アフリカ

製品ボイコットを皮切りとする「反アパルトヘイト運動」（Anti-Apartheid Movement: 

AAM）の活動が始まった。その後、反アパルトヘイトの動きは他の欧米諸国、アフリ

カ諸国から世界に広がった。その影響力は、1970 年代までは限定的であったが、1980

年代には対南アフリカ制裁を求める国際世論が急速に高まり、欧米諸国や日本が相次い

で経済制裁強化に踏み切るに至った（Klotz 1995）。 

本稿では、筆者が取り組んでいる日本の反アパルトヘイト活動に関する分析を深める

手がかりとするために13、世界的な反アパルトヘイト活動に関する先行研究のレビュー

を行う。まず、次節（Ⅰ）では、反アパルトヘイト活動への近年の研究関心の高まりを

紹介し、そのなかで日本を含むアジアの反アパルトヘイト活動の研究が遅れていること

を述べる。続いてⅡでは、明確な理論枠組みを提示している研究を中心に、主要な先行

研究を整理する。その際、反アパルトヘイト活動のトランスナショナルな性質ゆえ、国

際関係論と社会運動論の二つのアプローチがあることを示し、両者の特徴を整理する。

最後に、以上の先行研究レビューに基づき、日本の反アパルトヘイト活動に関する今後

の研究の方向性について述べる。 

 

I 反アパルトヘイト活動に関する研究関心の高まり 

 

 近年、反アパルトヘイト闘争の歴史が振り返られる機会が増えるなかで、南アフリカ

国外で行われた反アパルトヘイト活動に関する研究も進展してきている。 

大規模な研究プロジェクトとしては、まず、南アフリカ民主主義教育基金（South 

African Democracy Education Trust: SADET）の「民主主義への道」（Road to Democracy）

を挙げることができる。「民主主義への道」は、アパルトヘイトに対する闘争と民主化

に至る歴史を年代別・テーマ別に記録することを目的に、南アフリカのタボ・ムベキ

（Thabo Mbeki）元大統領（在任 1999-2008 年）のイニシアチブによって始められたプ

ロジェクトである。2004 年の第 1 巻を皮切りに、これまで第 6 巻まで刊行されており、

うち第 3 巻が「国際連帯」を、第 5 巻が「アフリカの連帯」を扱っている14。 

「民主主義への道」第 3 巻では、連帯活動（solidarity activities）を、「南アフリカの人々

の解放を求める闘いに連帯する組織、政府、人民によるさまざまな活動やキャンペーン、

および南アフリカの解放運動やその他の反アパルトヘイト組織が闘争を遂行するため

に直接与えられる支援」（SADET 2008, 5）と定義している。また、連帯活動の種類とし

                                                   
13

 科研費基盤研究（C）「反アパルトヘイト国際連帯運動の研究：日本の事例を中心として」

（課題番号：26380227、研究代表者：牧野久美子）。筆者がこれまで発表した予備的な考察

として、牧野（2011）、Makino（2014a;b）がある。 
14

 SADET ウェブサイト（http://www.sadet.co.za/）を参照。 

http://www.sadet.co.za/


重冨真一編『社会運動理論の再検討－予備的考察－』基礎理論研究会成果報告書 アジア

経済研究所 2015 年 

 

54 

 

ては、次の 3 つの種類があるとしている。 

 

(1) アパルトヘイト体制を国際的に孤立させるための活動 

国際機関におけるアパルトヘイト非難決議、国際機関からの南アフリカの除名、経済

的・政治的・軍事的・文化的・学術的な制裁の実施など。 

 

(2) 解放運動やアパルトヘイト被害者への支援 

 政治犯の裁判費用の支援、政治犯の家族への支援、反アパルトヘイト闘争支持を表明

するための大衆行動、解放運動への軍事的・物質的・資金的支援、アパルトヘイトの犠

牲となっている人々に対する人道的支援など。 

 

(3) 反アパルトヘイトや解放闘争支持の世論を動員するための広報活動 

 反アパルトヘイトのための公聴会、セミナー、会議などの開催・参加、アパルトヘイ

トやアパルトヘイト体制への加担に関する調査、アパルトヘイト問題に関する啓発活動、

反アパルトヘイトをテーマとした展覧会や文化活動など（SADET 2008, 5-6）。 

 

パート 1、パート 2 あわせて 1400 ページあまりにのぼる第 3 巻を通して、国連、西

欧諸国、アメリカ、カナダ、オーストラリア、ニュージーランド、旧ソ連・東欧諸国、

キューバ、中国、インドの国際連帯活動が紹介されている。また、第 5 巻では、アフリ

カ統一機構（Organization of African Unity: OAU、現在のアフリカ連合〈African Union: AU〉

の前身）やカリブ海地域といった広域的な連帯のほか、ガーナ、アルジェリア、タンザ

ニア、ザンビア、エジプト、ナイジェリア、ボツワナ、ジンバブウェ、レソト、エチオ

ピアの事例が取り上げられている（SADET 2008; 2013）。 

 雑誌の特集としては、イギリスの AAM 創設 50周年のタイミングで、2009 年に Journal 

of Southern African Studies 誌で「解放運動、亡命、国際連帯」特集が組まれ、南アフリ

カ国内での活動を禁じられ、ザンビアのルサカやイギリスのロンドンなどに拠点をおい

たアフリカ民族会議（African National Congress: ANC）の亡命組織・指導者の役割や、

イギリスの反アパルトヘイト国際連帯運動などを主題とする論文が掲載された（Sapire 

2009）。また、2014 年には、Radical History Review 誌で「グローバルな反アパルトヘイ

ト運動、1946-1994」特集が組まれた。この特集は、イギリスとアメリカ中心の従来の

語られ方を超えて、「南部アフリカとの連帯運動の真にグローバルな性質にしかるべき

考慮を与える」ことを意識した構成となっており（Brock, Gosse and Lichtenstein 2014, 2）、

たとえばブラジルにおける国内の人種問題とアパルトヘイトとの複雑な関係を扱った

論文なども収録されている（Dávila 2014）。 

このほか、各国の反アパルトヘイト活動については、個別の研究が蓄積されてきてい
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る。本の形で出版されたものとしては、イギリス（Fieldhouse 2005）、アメリカ（Culverson 

1999; Hostetter 2006）、北欧諸国（Saunders 2010）などに関するものがある。また、次節

で詳しく取り上げるように、Thorn（2006）はイギリスとスウェーデンの事例をもとに、

「グローバル市民社会」の萌芽として反アパルトヘイト活動をとらえる視点を提示した。 

このように、近年、南アフリカ国外での反アパルトヘイト連帯活動の研究が進んでき

ているが、これまでの研究がカバーしてきた地域の特徴としては、Radical History Review

の特集の趣旨説明にもあるように、主にイギリスやアメリカの活動が注目されてきたこ

とを指摘することができる（Brock, Gosse and Lichtenstein 2014, 2）。次いで西洋世界に属

する北欧諸国やオーストラリア・ニュージーランド・カナダ、そしてアフリカ諸国の活

動が関心を集めてきたものの、アジアの、とりわけ「西側陣営」に属してきた国や地域

（日本を含む）の反アパルトヘイト活動に関する研究はきわめて少ない15。 

日本については、SADET の「民主主義への道」でも取り上げられておらず、森川（1988; 

Morikawa 1997）が、日本の対アフリカ関係における政官財癒着構造を批判的に検討し

た研究のなかで、「日本反アパルトヘイト委員会」（Japan Anti-Apartheid Committee: JAAC）

の活動についてまとめているのが、ほぼ唯一のまとまった先行研究である。森川の、日

本-アフリカ関係の大きな政治経済的文脈のなかで反アパルトヘイト運動をとらえる視

点や、さまざまな協力団体の存在による運動の広がりの指摘16などからは、学ぶべきと

ころが多い。ただし、JAAC 以外の活動（たとえば、アパルトヘイト否！国際美術展、

ANC 東京事務所、日本アジア・アフリカ・ラテンアメリカ連帯委員会の活動など）に

触れていないといった限界もある。 

その他、運動当事者の回顧的証言として、楠原（2010; 2014）17、下垣（2007; 2010）、

前田（2010）、北川（2005）、マンデラ歓迎日本委員会編（1992）、勝俣・津山（2014）

                                                   
15

 インド独立を率いる前にマハトマ・ガンジー（Mahatma Gandhi）が南アフリカで反差別

運動を経験していたこと、また他国に先駆けて南アフリカへの抗議や制裁を開始したのが

インドだったという事情もあり、アジアのなかではインドへの言及は比較的多い。SADET

（2008, 1）は、南アフリカの人種差別に対する国境を越えた反対運動の起源は、19 世紀末

のインド国民会議（Indian National Congress: INC）による、南アフリカにおけるインド系人

差別への抗議活動にあったとしている。また独立後のインドはアパルトヘイトを国連など

で国際問題として取り上げるのに貢献し、経済制裁もいち早く開始した（Brock, Gosse and 

Lichtenstein 2014, 3; Crawford 1999）。 
16

 対照的に（Osada 2002, 108）は JAAC の組織の小ささ（メンバーの少なさ）を挙げて、日

本の反アパルトヘイト運動がほとんど存在感を持たなかったとしている。確かに運動のピ

ーク時でも JAAC 傘下の各地の団体の活動人数は多くて 20 数名程度であったとされるが

（楠原 2010, 304）、反アパルトヘイト運動イコール JAAC と狭くとらえることは、さまざ

まなテーマに並行して取り組む各地の市民運動との連携や、部落解放同盟や労働組合のよ

うに強力な動員力をもつ組織による協力などへの視点を欠き、運動の広がりを過小評価し

ているといえる。 
17

 楠原は多くの文章を書き、講演を行った、JAAC の思想的リーダーであった。楠原（1981; 

1985; 1988）を参照。 
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などがある。運動の一次資料については、アフリカ行動委員会（JAAC Tokyo）のニュ

ーズレターが、当時のメンバーによって最近、インターネットで公開されたが18、それ

以外の資料はほぼ未整理となっている（一部アジ研や立教大学共生社会研究センターに

所蔵）。日本を含むアジア諸国の反アパルトヘイト活動に関するアーカイブ整備の遅れ

については Limb 等（2014, 168）においても問題視されている。 

 

Ⅱ 社会運動論と国際関係論の接点としての反アパルトヘイト活動研究 

 

１．トランスナショナル現象としての反アパルトヘイト活動 

本研究会のテーマは「社会運動理論」だが、世界的な反アパルトヘイト活動に関する

先行研究は、社会運動論のほかに、国際関係論の領域にもまたがっている。これは、反

アパルトヘイト活動が複数国にまたがる現象であったことのほか、SADET（2008, 5）

の定義に「南アフリカの人々の解放を求める闘いに連帯する組織、政府、人民」とある

ように、その活動主体として、社会運動だけでなく、政府・国家も含まれていたことと

も関係している。ここまで本稿では、反アパルトヘイト「運動」ではなく「活動」とい

う表現を用いてきたが、それはいわゆる社会運動だけでなく、政府・国家（とくにアフ

リカ諸国や旧「東側」諸国）や国際機関（国連、OAU など）などによる活動を含める

意図によるものである。反アパルトヘイト活動のうち、非国家主体による社会運動とし

ての性質をもつものについては、以下では、反アパルトヘイト運動という表現を用いる

こととしたい。 

反アパルトヘイト活動は、活動領域が複数国にまたがり、複数国の国家・非国家主体

が相互に関わりあいながら行われてきたという点で、トランスナショナルな性質をもつ

ものであった。トランスナショナル関係論は、国際関係論において、「経済、政治、文

化、イデオロギーなどの諸領域での国境横断的、あるいは脱国家的なトランスナショナ

ル関係の進展」に着目する議論として 1960～70 年代に提起されたもので、トランスナ

ショナル関係は「国家と非国家的行為主体との間での、あるいは非国家的行為主体相互

での、国境横断的な恒常的相互作用」と定義される（吉川 2003, 6）。トランスナショナ

ル関係論は、それまでの国際関係論が国際関係の主体としてもっぱら国家を想定し、軍

事力に支えられた国家のパワー（権力）を重視していたのに対して、企業や NGO など

非国家主体の役割を強調することで、国際関係論に新たな視角をもたらした。トランス

ナショナル関係論は、「国家中心か社会中心か」という不毛な論争のなかで 1980 年代に

いったん下火になるが、Risse-Kappen ed.（1995）がトランスナショナルな非国家主体と

国家の間の関係に焦点を当て、国内的および国際的なガヴァナンス構造がトランスナシ

                                                   
18

 「あんちアパルトヘイトニュースレターアーカイブ」（http://antiapa.web.fc2.com/）。 

http://antiapa.web.fc2.com/
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ョナル主体のインパクトを左右するという理論枠組みを提示して以降、再びさかんに議

論されるようになった。アパルトヘイトをめぐっては、アパルトヘイト政策を行う南ア

フリカ国家と、その南アフリカを支持・擁護・容認したり、あるいは敵対したその他の

諸国家、南アフリカの解放運動組織（それ自体が 1960 年以降は国内での活動を禁じら

れ、多くの指導者が国外亡命することでトランスナショナル化する）、解放運動組織を

支援する各国の市民による社会運動、さらに国連機関やさまざまな分野の国際機関が相

互に関わりあいながら、重層的なトランスナショナル関係が展開された。 

国際関係論においてトランスナショナル関係論が提起されたのはほぼ半世紀前に遡

るのに対して、社会運動論においてトランスナショナルな要素が注目されるようになっ

たのは、本稿冒頭でも述べたように 1990 年代後半以降のことである。それまでの社会

運動論は、主に国内の運動の発生・発展プロセスや動員構造に注目していたのに対して、

NGO が多数参加したリオ地球サミット（1992 年）や第 4 回世界女性会議（北京会議、

1995 年）、1994 年に発効した北米自由貿易協定（North American Free Trade Agreement: 

NAFTA）への反対運動、1999 年 WTO 閣僚会議をめぐる「シアトルの闘い」や、「世界

社会フォーラム」の結成（2001 年）といった新しい動きは、社会運動のトランスナシ

ョナルな性質や、ローカルな文脈とグローバルな文脈の間の関係への注目を促すことに

なった（Moghadam 2013, No.324; Tarrow 2011, No. 6058-6097）。社会運動概念の定式化は、

論者によってさまざまになされているが、ここでは差し当たり、(1) 明確に定義された

敵との対立関係、(2) 緊密でインフォーマルなネットワーク、(3) 他と区別される集合

的アイデンティティ、の 3 つの観点から整理した della Porta と Diani（2006, 20-22）の議

論を参照しておこう。(1) は、何らかの社会的変化をもたらそうとする社会運動が、そ

の問題について利害の異なる他の主体と対立することを指す。反アパルトヘイト運動に

とっての「敵」は、南アフリカ政府（アパルトヘイト体制）はもちろんのこと、冷戦構

造下の地政学的理由から南アフリカに強硬な態度をとらずにいた西側諸国政府、そして

南アフリカと貿易・投資関係をもつ企業などもターゲットとなった。(2)は、特定の組

織内で完結する集合行為とは異なり、社会運動は、それぞれ自律的で独立した主体（個

人や組織）が、共通の目的を追求し、交流しながら集合行為に関わることを指している。

反アパルトヘイト運動においては、ANC など南アフリカの解放運動組織と、反アパル

トヘイトに特化した各国の社会運動組織、さらには人権問題に関心をもつ幅広い範囲の

組織や個人が関与し、ネットワークが形成されていた。そして、そのネットワークに参

加した人々の間では、(3)の集合的アイデンティティが、国境を越えて、共通の目的、

コミットメント、相互承認に基づき、少なくともある程度までは共有されていたと考え

られる。 

以上をまとめれば、研究史的には、国際関係論におけるトランスナショナル関係やト

ランスナショナル主体への関心がまずあり、その後、社会運動論においても国際関係論
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の知見を取り入れる形でトランスナショナル社会運動論が展開し、それが遡及的に過去

のトランスナショナルな性質をもつ社会運動（たとえば反アパルトヘイト運動）にも応

用されるようになってきたといえる。以下では、国際関係論、社会運動論の順に、反ア

パルトヘイト活動／運動に関する主要な先行研究を紹介し、それぞれのアプローチの特

徴を整理する。 

 

２．国際関係論のアプローチによる研究 

国際関係論における構成主義の立場から、対南アフリカ経済制裁を分析した著名な研

究として Klotz（1995）がある。Klotz は、1980 年代に対南アフリカ経済制裁への世界

的なコンセンサスが生まれた理由は、大国の戦略的・経済的利害を重視する現実主義の

視点からは説明できないとして、人種平等規範の役割を重視する議論を展開した。Klotz

は、トランスナショナルな反アパルトヘイト社会運動の役割にも言及しているが、主に

焦点を当てているのは、マルチラテラル（国連、コモンウェルス、OAU）、バイラテラ

ル（米、英、ジンバブウェ）とも、政府レベルの国際関係（外交政策決定）である。イ

ギリスとアメリカは、ともに「西側」陣営に属し、アパルトヘイト体制に寛容な態度を

とっていたのを、1980 年代に経済制裁実施へと転換した点で共通するが、その過程は

異なった。すなわち、イギリスでは、国内の反アパルトヘイト運動の影響力は限定的で、

コモンウェルスを通じた「外圧」が政策転換に決定的な役割を果たしたのに対して、ア

メリカでは、マーカス・ガーヴェイ（Marcus Garvey）以来のパンアフリカニズムや公

民権運動の歴史を背景として、アパルトヘイトが自国の人種関係に関わる国内問題とし

て認識され、国内での圧力が高まったことが経済制裁実現に結びついた。いずれにせよ、

両国とも物質的利益の面では変化していないにもかかわらず、対南アフリカ政策を変化

させたことになる。その理由について Klotz は、人種差別は許されないという規範が世

界中で共有されるようになったことで、国益の内容が変化したためであると論じた。対

南アフリカ制裁をテーマとした Klotz との共編著のなかで、Crawford（1999）は、制裁

要求はもともと草の根の社会運動から始まり、それがやがて国連や個別の国家の政策に

影響を及ぼしたことを指摘している（Crawford 1999）。 

国際規範が国内政策に影響を与えるメカニズムに関する一般的なモデルとしては、

Risse-Kappen 等（1999）の「螺旋モデル」がよく知られている。Risse-Kappen 等は、人

権抑圧的な国家の政策が変わるメカニズムとして、そうした国家の政府は、当初はトラ

ンスナショナル主体による人権侵害の告発に対して否認の態度をとるが、圧力を和らげ

るために戦術的譲歩を行い、建前として人権規範を受け入れることで、次第に規範に沿

った行動をとらざるを得なくなる、と論じた。同書のなかでは、Black（1999）が国際

社会の圧力によって南アフリカが人権規範を受け入れざるを得なくなった過程を分析

している。「螺旋モデル」は、Risse 等（2013）において、モデルの最後の部分、すな
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わち、人権規範へのコミットメントから遵守（コンプライアンス）に至るメカニズムに

関する議論を精緻化し、また人権侵害を行う主体として国家だけでなく企業や非国家主

体（反乱軍など）もモデルに取り込む形で改訂されている。 

Klotz（1995）が論じたように、対南アフリカ経済制裁のコンセンサスが形成される

までに人種平等の国際規範が強化されたのは 1980 年代のことであった。しかし、スポ

ーツの分野では 1960 年代から制裁が実現していた。スポーツ分野の対南アフリカ制裁

も国際関係論における反アパルトヘイト活動研究でしばしば取り上げられるテーマで

あり、ここではその一例として Cornelissen（2011）を取り上げる。南アフリカは、1964

年の東京オリンピック以降、四半世紀にわたってオリンピックから追放された。

Cornelissen によれば、東京オリンピックからの南アフリカの締め出しは、新たに独立し

たアフリカ諸国の呼びかけを、他の「第三世界」諸国と共産主義諸国が支持したことで

実現したものであった。しかし、この同盟関係は内部にイデオロギーの相違を抱えてい

たため強固なものではなく、とりわけ中ソ対立によりネガティブな影響を受けた。他方

で、1960 年代後半以降は、アメリカで公民権運動が高まり、各地で人種問題が政治化

されたことで、オリンピックに南アフリカを参加させるべきでないとの世論は「西側」

諸国でも高まった。オリンピックは、しばしば冷戦下のイデオロギー対立の影響を受け

てきたが、南アフリカの追放をめぐっては、多様な立場の国々から、それぞれの理由で

支持された結果、南アフリカはオリンピックへの出場が認められないのみならず、オリ

ンピック運動そのものから追放された。Cornelissen の分析は、オリンピックからの南ア

フリカの追放プロセスに、冷戦構造や第三世界の連帯といった国際システムの秩序がど

のような影響を与えたかを重視するものである。また、国内政治と国際政治が相互に影

響を与えあうことについて、社会運動が「規範の生成や普及、一国の政府や国内のロビ

ーグループ、あるいは国際機関の政治的レパートリーに影響を与えるうえで鍵となる役

割を果たし、媒介者として働く」（Cornelissen 2011, 164）こと、そしてそのプロセスが

国内で、あるいは国際的に存在する権力構造や階層関係、さまざまな政治的主体の利害

の作用を受けることを指摘している。 

 

３．社会運動論のアプローチによる研究 

社会運動論はもともと、一国内、それも主に欧米諸国の社会運動の研究を通じて理論

的に発展してきたが（Shigetomi 2009）、1990 年代半ば以降、トランスナショナルな政治

へと社会運動論の射程を広げるべく、国際関係論のトランスナショナル関係論の知見を

取り込むようになった。 

社会運動論と国際関係論をつなぐトランスナショナル社会運動論の土台となったの

が Keck と Sikkink（1998）の「トランスナショナル・アドボカシー・ネットワーク」

（Transnational Advocacy Network: TAN）論である。TAN とは、国際政治において見ら
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れるさまざまなトランスナショナル・ネットワークのうち、高潔な（principled）アイデ

ィアや価値の中心性によって他のタイプのネットワークから区別されるような、活動家

たちのネットワークを指す（Keck and Sikkink 1998, 1）。TAN が機能するメカニズムとし

ては、一国内の政府と NGO など非国家主体の関係が悪い場合に、NGO が他国の NGO

とのネットワークを通じて、他国政府・国際機関経由で当該国政府に圧力をかける「ブ

ーメラン・モデル」が提唱された（Keck and Sikkink 1998, 12-13）。また TAN は、取り

上げるイシューが、(1) 弱い立場にある人々の身体への危害への因果関係が明白な問題、

あるいは (2) 法的な機会の平等に関わる問題である場合に、最も効果的に組織されて

きたとされた（Keck and Sikkink 1998, 27-28）。アパルトヘイトは上記(2)の条件にあては

まる問題であり、反アパルトヘイト運動は TAN の「最も成功した」例として言及され

ている（Keck and Sikkink 1998, 28）。 

Keck と Sikkink の問題提起を踏まえ、トランスナショナルな反アパルトヘイト運動

を詳細に分析した研究として、Thorn（2006）を挙げることができる。Thorn は、トラン

スナショナルな反アパルトヘイト運動の発展において、旅行や亡命による国境を越えた

人の移動や、メディアによる情報拡散の役割が重要であったと論じた。彼は一国内の反

アパルトヘイト運動に注目してきた従来の研究が、しばしばユーロセントリズムや方法

論的ナショナリズムに陥ってきたことを批判し、各国の事例研究を積み重ねるだけでは

なく、そのトランスナショナル性に着目し、グローバルな文脈を考慮に入れる必要性を

強調している。ただし、Thorn の批判は、特定の一国における反アパルトヘイト運動を

研究する意義を無効化するものではなく、各国の反アパルトヘイト運動に関する詳細な

研究と、それらを相互に結ぶトランスナショナルなネットワークに着目した研究とは、

補完的な関係にあるものといえよう。 

国境を越えるネットワークを特徴とするトランスナショナルな社会運動も、組織や集

合行為のレパートリーには、従来の社会運動研究における観察と共通点が多いこと、ま

た、トランスナショナルな活動を行う場合でも、国内的文脈が重要な意味をもっている

ことが指摘されてきた（Tarrow 2011, No.6104; della Porta 2007, 10-11）。Tarrow（2011, 

No.6180）は、トランスナショナル社会運動を「国境を越えて組織されつながった挑戦

者のネットワークによる、国家あるいは非国家の敵との持続的な対立的相互作用」と定

義するなかで、挑戦者はそれぞれ国内の社会的ネットワークと政治に根差したうえで、

世界の共通の見方、インフォーマルまたは組織的な紐帯、ターゲットとの対立的関係に

よって、国境をこえて互いにつながるとしている。この見方に立てば、トランスナショ

ナルな社会運動の分析においても、依然として国内的な文脈の理解は重要な課題である

といえる。さらに、トランスナショナルな社会運動であっても、具体的なターゲットは

特定の国家・政府となることも多い。反アパルトヘイト運動についていえば、自国政府

の対南アフリカ政策の変更を目指す運動に注目する場合、たとえばアメリカの反アパル
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トヘイト運動を分析した Culverson（1996）のように、当然に国内政治過程の分析に主

眼が置かれることになる。 

国際関係論のアプローチでは、国際社会による対南アフリカ制裁という結果を説明す

るために、規範の役割や、規範の伝播を促進するトランスナショナルな活動が分析され

てきたのに対し、社会運動論においては、運動の発生・発展の背景要因の解明に重点が

置かれ、運動の結果への関心は二次的であることが多い（社会運動論における「アウト

カム」研究の相対的遅れについて、本報告書所収重冨論文を参照）。反アパルトヘイト

運動が、南アフリカのアパルトヘイト政策廃止を目的としていたのは当然のことだが、

その目的に直接資するものでなくても、運動のアイデンティティにとって重要な要素が

あれば、それもまた社会運動論においては関心対象となる。たとえば Jennet（1987）は、

オーストラリアの反アパルトヘイト運動が、南アフリカのアパルトヘイト問題に関する

直接的な取り組みを行うと同時に、オーストラリア内のレイシズム（アボリジニへの差

別）も問題視し、オーストラリアの人々の価値観を変えることを目指した多目的の運動

であったと指摘している。このようなオーストラリアの反アパルトヘイト運動は、世界

的な反アパルトヘイト運動のネットワークに参加し、さまざまな活動をおこなう一方、

「名誉白人」の称号を諾々と受け入れる日本人の意識変容や、部落差別や在日朝鮮人差

別などの日本社会のなかの差別問題・人権問題への取り組みを重視していた日本の反ア

パルトヘイト運動とも共通する点が多い。 

 

おわりに 

 

世界的な反アパルトヘイト活動に関しては、SADET プロジェクトや、複数の雑誌特

集が組まれるなど、近年、研究関心が高まっているが、日本を含むアジアにおける反ア

パルトヘイト活動についての研究は萌芽的な段階にある。本稿では、とくに日本の反ア

パルトヘイト活動に関する研究を今度どのように進めていくべきかを考える手がかり

として、南アフリカ国外で行われた反アパルトヘイト活動に関する先行研究をレビュー

し、それらが主に国際関係論と社会運動論の二つのアプローチから行われてきたことを

示した。 

国際関係論と社会運動論の二つのアプローチのそれぞれの特色をまとめるならば、次

のようになるだろう。まず国際関係論のアプローチについては、第一に、反アパルトヘ

イト活動の主体として、国家と非国家主体の双方が想定されており、社会運動などの非

国家主体と、国家や国際機関との相互作用に注意が向けられていることを指摘できる

（トランスナショナル関係論の視点）。第二に、物質的な利害だけでなく、国際規範が

国家の行動を規定する重要な要因と見なされている（構成主義の視点）。第三に、国内

政治と国際政治とのリンケージが重視されるなかで、社会運動がしばしばその両者を媒
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介する役割を果たすことに目が向けられる。他方、社会運動論のアプローチによる研究

では、高潔なアイディアや価値、リーダーシップといった、社会運動のトランスナショ

ナルなネットワークの形成・発展の背景要因に関心が払われてきた。トランスナショナ

ルな社会運動の分析においては、もともと国内の社会運動を対象として発展してきた社

会運動の理論（資源動員論、政治的機会構造論など）が基本的には生かされつつ、運動

のトランスナショナル性に関わる論点（外国の情報を伝えるメディアの役割、国境を越

えた人の移動やネットワーク・組織）が付け加えられている。双方のアプローチを単純

に結合することは難しいが、今後の研究においては、反アパルトヘイト活動のどのよう

な側面に着目するのかに応じて、両アプローチのそれぞれの長所、特色を生かした分析

枠組みを設定すべきだろう。 

最後に、以上の先行研究レビューを踏まえた、日本の反アパルトヘイト活動研究の今

後の方向性をいくつか示し、本稿の結びとしたい。まず、国際関係論のアプローチから

導き出される視点についてである。アパルトヘイト期の日本・南アフリカ関係に関する

研究では、両国の緊密な経済関係が強調され、それは主に日本政府や企業の、あるいは

日本と南アフリカ相互の経済的利害によって説明されてきた（Ampiah 1997; 2003; 

Cornelissen 2004; Morikawa 1997; Morikawa森川純 1988; Osada 2002）。しかし、Klotz（1995）

によるアメリカとイギリスの対南アフリカ政策の分析にみられるように、構成主義的な

国際関係論においては、経済的利害が変化しなくても、人権規範の普及によって政策が

変化しうることが論じられてきた。日本もまた、1980 年代後半に、欧米諸国と足並み

を揃えて対南アフリカ経済制裁を強化し、南部アフリカ諸国の黒人教育支援なども開始

した。そのような経緯はどのように説明されるのか（経済的利害によって説明可能なの

か、国際規範が要因として関わってくるのか）、そこにおける日本の、あるいはトラン

スナショナルな反アパルトヘイト運動の役割がどのようなものだったのかは、詳細に検

討する価値があるだろう。また、冷戦構造のなかで「西側」陣営に位置しつつ、同時に

「非西洋」（アジア、あるいは「アジア・アフリカ」）世界に属すという、国際社会の中

の日本の特異な位置が、日本の政府および市民社会の対南アフリカ関係にどのような影

響を及ぼしてきたのかも、明らかにされる必要があろう。 

社会運動論のアプローチからの学びとしては、第一に、反アパルトヘイト運動のよう

なトランスナショナルな性質の社会運動であっても、運動が出現するそれぞれの国内の

文脈が依然重要であるということが挙げられる。この視点からは、Ⅱで触れたように「名

誉白人」問題や日本社会のなかの差別問題に関心を向けてきた日本の反アパルトヘイト

運動のあり方が注目されるし、日本の反アパルトヘイト運動が他の社会運動・市民運動、

また政府や諸政党などと、どのような関係にあったのかが重要な分析課題となるだろう。

第二に、トランスナショナル社会運動論は、国境を越えた人や組織のネットワーク形成

を促進する技術や機会に関心を寄せてきた。地理的に南アフリカから遠く、言語障壁も
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ある日本の反アパルトヘイト運動が、南アフリカの解放運動や、欧米やアジアの反アパ

ルトヘイト運動と、どのようにネットワークを形成し、情報を得て、また直接的な人的

交流を行ってきたのかを詳らかにすることが、トランスナショナルな反アパルトヘイト

運動の一部をなす日本の運動の位置づけを明らかにするうえで重要であろう。 
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